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1.4 耐震設計 

   発電用原子炉施設の耐震設計は、「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、

構造及び設備の基準に関する規則」に適合するように、「1.4.1 設計基準対象施設

の耐震設計」、「1.4.2 重大事故等対処施設の耐震設計」、「1.4.3 主要施設の耐震構

造」及び「1.4.4 地地震検知による耐震安全性の確保」に従って行う。 

 

1.4.1 設計基準対象施設の耐震設計 

1.4.1.1 設計基準対象施設の耐震設計の基本方針 

    設計基準対象施設の耐震設計は、以下の項目に従って行う。 

   （1） 地震により生ずるおそれがあるその安全機能の喪失に起因する放射線によ

る公衆への影響の程度が特に大きいもの（以下「耐震重要施設」という。）は、

その供用中に当該耐震重要施設に大きな影響を及ぼすおそれがある地震によ

る加速度によって作用する地震力に対して、その安全機能が損なわれるおそ

れがないように設計する。 

   （2） 設計基準対象施設は、地震により発生するおそれがある安全機能の喪失（地

震に伴って発生するおそれがある津波及び周辺斜面の崩壊等による安全機能

の喪失を含む。）及びそれに続く放射線による公衆への影響を防止する観点か

ら、各施設の安全機能が喪失した場合の影響の相対的な程度（以下「耐震重

要度」という。）に応じて、耐震重要度分類をＳクラス、Ｂクラス又はＣクラ

スに分類し、それぞれに応じた地震力に十分に耐えられるように設計する。 

   （3） 建物・構築物については、耐震重要度分類の各クラスに応じて算定する地

震力が作用した場合においても、接地圧に対する十分な支持力を有する地盤

に設置する。 

     なお、建物・構築物とは、建物、構築物及び土木構造物（屋外重要土木構造

物及びその他の土木構造物） の総称とする。 

    また、屋外重要土木構造物とは、耐震安全上重要な機器・配管系の間接支持機

能、若しくは非常時における海水の通水機能を求められる土木構造物をいう。

   （4） Ｓクラスの施設（(6)に記載のもののうち、津波防護機能を有する設備（以

下「津波防護施設」という。）、浸水防止機能を有する設備（以下「浸水防止

設備」という。）及び敷地における津波監視機能を有する施設（以下「津波監

視設備」という。）を除く。 は、基準地震動による地震力に対して、その安

全機能が保持できるように設計する。 

     また、弾性設計用地震動による地震力又は静的地震力のいずれか大きい方の

地震力に対しておおむね弾性状態に留まる範囲で耐えられる設計とする。 

   （5） Ｓクラスの施設（(6)に記載のもののうち、津波防護施設、浸水防止設備及

び津波監視設備を除く。）については、静的地震力は、水平地震力と鉛直地震

力が同時に不利な方向の組合せで作用するものとする。 

     また、基準地震動及び弾性設計用地震動による地震力は、水平２方向及び鉛

1.10.4 耐震設計 

   原子炉施設の耐震設計は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及

び設備の基準に関する規則」に適合するように，「1.10.4.1 設計基準対象施設の

耐震設計」，「1.10.4.2 重大事故等対処施設の耐震設計」，「1.10.4.3 主要施設の

耐震構造」及び「1.10.4.4 地震検知による耐震安全性の確保」に従って行う。 

 

1.10.4.1 設計基準対象施設の耐震設計 

1.10.4.1.1 設計基準対象施設の耐震設計の基本方針 

    設計基準対象施設の耐震設計は，以下の項目に従って行う。 

   (1) 地震により生ずるおそれがあるその安全機能の喪失に起因する放射線による

公衆への影響の程度が特に大きいもの（以下「耐震重要施設」という。）は，そ

の供用中に当該耐震重要施設に大きな影響を及ぼすおそれがある地震による加

速度によって作用する地震力に対して，その安全機能が損なわれるおそれがな

いように設計する。 

   (2) 設計基準対象施設は，地震により発生するおそれがある安全機能の喪失（地

震に伴って発生するおそれがある津波及び周辺斜面の崩壊等による安全機能の

喪失を含む。）及びそれに続く放射線による公衆への影響を防止する観点から，

各施設の安全機能が喪失した場合の影響の相対的な程度（以下「耐震重要度」

という。）に応じて，耐震重要度分類をＳクラス，Ｂクラス又はＣクラスに分類

し，それぞれに応じた地震力に十分耐えられるように設計する。 

   (3) 建物・構築物については，耐震重要度分類の各クラスに応じて算定する地震

力が作用した場合においても，接地圧に対する十分な支持力を有する地盤に設

置する。 

     なお，建物・構築物とは，建物，構築物及び土木構造物（屋外重要土木構造

物及びその他の土木構造物）の総称とする。 

     また，屋外重要土木構造物とは，耐震安全上重要な機器・配管系の間接支持

機能，若しくは非常時における海水の通水機能を求められる土木構造物をいう。

   (4) Ｓクラスの施設（(6)に記載のもののうち，津波防護機能を有する設備（以

下「津波防護施設」という。），浸水防止機能を有する設備（以下「浸水防

止設備」という。）及び敷地における津波監視機能を有する施設（以下「津

波監視設備」という。）を除く。）は，基準地震動ＳＳによる地震力に対してそ

の安全機能が保持できるように設計する。 

     また，弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力のいずれか大きい方

の地震力に対しておおむね弾性状態に留まる範囲で耐えられる設計とする。 

   (5) Ｓクラスの施設（(6)に記載のもののうち，津波防護施設，浸水防止設備及び

津波監視設備を除く。）について，静的地震力は，水平地震力と鉛直地震力が同

時に不利な方向の組合せで作用するものとする。 

     また，基準地震動ＳＳ及び弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力は，水平２方向
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直方向について適切に組み合わせて算定するものとする。なお、水平２ 方向

及び鉛直方向の地震力が同時に作用し、影響が考えられる施設、設備につい

ては許容限界の範囲内に留まることを確認する。 

   （6） 屋外重要土木構造物、津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備並び

に浸水防止設備が設置された建物・構築物は、基準地震動による地震力に対

して、構造全体として変形能力（終局耐力時の変形）について十分な余裕を

有するとともに、それぞれの施設及び設備に要求される機能が保持できるよ

うに設計する。なお、基準地震動の水平２方向及び鉛直方向の地震力の組合

せについては、上記（5）と同様とする。 

     また、重大事故等対処施設を津波から防護するための津波防護施設、浸水防

止設備及び津波監視設備並びに浸水防止設備が設置された建物・構築物につ

いても同様の設計方針とする。 

   （7） Ｂクラスの施設は、静的地震力に対しておおむね弾性状態に留まる範囲で

耐えられるように設計する。また、共振のおそれのある施設については、そ

の影響についての検討を行う。その場合、検討に用いる地震動は、弾性設計

用地震動に２分の１を乗じたものとする。なお、当該地震動による地震力は、

水平２ 方向及び鉛直方向について適切に組み合わせて算定するものとし、Ｓ

クラス施設と同様に許容限界の範囲内に留まることを確認する。 

 

   （8） Ｃクラスの施設は、静的地震力に対しておおむね弾性状態に留まる範囲で

耐えられるように設計する。 

   （9） 耐震重要施設は、耐震重要度分類の下位のクラスに属するものの波及的影

響によって、その安全機能を損なわないように設計する。 

   （10） 設計基準対象施設の構造計画及び配置計画に際しては、地震の影響が低減

されるように考慮する。 

 

1.4.1.2 耐震重要度分類 

    設計基準対象施設の耐震重要度を、次のように分類する。 

   （1） Ｓクラスの施設 

     地震により発生するおそれがある事象に対して、原子炉を停止し、炉心を冷

却するために必要な機能を持つ施設、自ら放射性物質を内蔵している施設、当

該施設に直接関係しておりその機能喪失により放射性物質を外部に拡散する

可能性のある施設、これらの施設の機能喪失により事故に至った場合の影響を

緩和し、放射線による公衆への影響を軽減するために必要な機能を持つ施設及

びこれらの重要な安全機能を支援するために必要となる施設、並びに地震に伴

って発生するおそれがある津波による安全機能の喪失を防止するために必要

となる施設であって、その影響が大きいものであり、次の施設を含む。 

・原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する機器・配管系 

及び鉛直方向について適切に組み合わせて算定するものとする。なお，水平２

方向及び鉛直方向の地震力が同時に作用し，影響が考えられる施設，設備につ

いては許容限界の範囲内に留まることを確認する。 

   (6) 屋外重要土木構造物，津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備並びに

浸水防止設備が設置された建物・構築物は，基準地震動ＳＳによる地震力に対し

て，構造全体として変形能力(終局耐力時の変形)について十分な余裕を有する

とともに，それぞれの施設及び設備に要求される機能が保持できるように設計

する。なお，基準地震動ＳＳの水平２方向及び鉛直方向の地震力の組合せについ

ては，上記(5)と同様とする。 

     また，重大事故等対処施設を津波から防護するための津波防護施設，浸水防

止設備及び津波監視設備並びに浸水防止設備が設置された建物・構築物につい

ても同様の設計方針とする。 

   (7) Ｂクラスの施設は，静的地震力に対しておおむね弾性状態に留まる範囲で耐

えられるように設計する。 

     また，共振のおそれのある施設については，その影響についての検討を行う。

その場合，検討に用いる地震動は，弾性設計用地震動Ｓｄに２分の１を乗じたも

のとする。なお，当該地震動による地震力は，水平２方向及び鉛直方向につい

て適切に組み合わせて算定するものとし，Ｓクラス施設と同様に許容限界の範

囲内に留まることを確認する。 

   (8) Ｃクラスの施設は，静的地震力に対しておおむね弾性状態に留まる範囲で耐

えられるように設計する。 

   (9) 耐震重要施設は，耐震重要度分類の下位のクラスに属するものの波及的影響

によって，その安全機能を損なわないように設計する。 

   (10) 設計基準対象施設の構造計画及び配置計画に際しては，地震の影響が低減さ

れるように考慮する。 

 

1.10.4.1.2 耐震設計上の重要度分類  

    設計基準対象施設の耐震重要度を，次のように分類する。  

   (1) Ｓクラスの施設  

     地震により発生するおそれがある事象に対して，原子炉を停止し，炉心を冷

却するために必要な機能を持つ施設，自ら放射性物質を内蔵している施設，当

該施設に直接関係しておりその機能喪失により放射性物質を外部に拡散する

可能性のある施設，これらの施設の機能喪失により事故に至った場合の影響を

緩和し，放射線による公衆への影響を軽減するために必要な機能を持つ施設及

びこれらの重要な安全機能を支援するために必要となる施設，並びに地震に伴

って発生するおそれがある津波による安全機能の喪失を防止するために必要

となる施設であって，その影響が大きいものであり，次の施設を含む。 

・原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する機器・配管系 
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・使用済燃料を貯蔵するための施設 

・原子炉の緊急停止のために急激に負の反応度を付加するための施設、及び

原子炉の停止状態を維持するための施設 

・原子炉停止後、炉心から崩壊熱を除去するための施設 

・原子炉冷却材圧力バウンダリ破損事故後、炉心から崩壊熱を除去するため

の施設 

・原子炉冷却材圧力バウンダリ破損事故の際に、圧力障壁となり放射性物質

の放散を直接防ぐための施設 

・放射性物質の放出を伴うような事故の際に、その外部放散を抑制するため

の施設であり、上記の「放射性物質の放散を直接防ぐための施設」以外の

施設 

・津波防護施設及び浸水防止設備 

・津波監視設備 

  （2） Ｂクラスの施設 

     安全機能を有する施設のうち、機能喪失した場合の影響がＳクラスの施設と

比べ小さい施設であり、次の施設を含む。 

・原子炉冷却材圧力バウンダリに直接接続されていて、１次冷却材を内蔵して

いるか又は内蔵し得る施設 

・放射性廃棄物を内蔵している施設（ただし、内蔵量が少ない又は貯蔵方式に

より、その破損により公衆に与える放射線の影響が「実用発電用原子炉の設

置、運転等に関する規則（ 昭和53年通商産業省令第77号）」第２条第２項

第６号に規定する「周辺監視区域」外における年間の線量限度に比べ十分小

さいものは除く。） 

・放射性廃棄物以外の放射性物質に関連した施設で、その破損により、公衆及

び従事者に過大な放射線被ばくを与える可能性のある施設 

・使用済燃料を冷却するための施設 

・放射性物質の放出を伴うような場合に、その外部放散を抑制するための施設

で、Ｓクラスに属さない施設 

  （3） Ｃクラスの施設 

     Ｓクラスに属する施設及びＢ クラスに属する施設以外の一般産業施設又は

公共施設と同等の安全性が要求される施設である。 

     上記に基づく３ 号炉のクラス別施設を第1.4.1表（１／２）、４号炉のクラ

ス別施設を第1.4.1表（２／２）に示す。 

     なお、同表には当該施設を支持する構造物の支持機能が維持されることを確

認する地震動及び波及的影響を考慮すべき施設に適用する地震動についても

併記する。 

 

 

・使用済燃料を貯蔵するための施設 

・原子炉の緊急停止のために急激に負の反応度を付加するための施設，及び

原子炉の停止状態を維持するための施設 

・原子炉停止後，炉心から崩壊熱を除去ずるための施設 

・原子炉冷却材圧力バウンダリ破損事故後，炉心から崩壊熱を除去するため

の施設 

・原子炉冷却材圧力バウンダリ破損事故の際に，圧力障壁となり放射性物質

の放散を直接防ぐための施設 

・放射性物質の放出を伴うような事故の際に，その外部放散を抑制するため

の施設であり，上記の「放射性物質の放散を直接防ぐための施設」以外の

施設 

・津波防護施設及び浸水防止設備 

・津波監視設備 

   (2) Ｂクラスの施設 

     安全機能を有する施設のうち，機能喪失した場合の影響がＳクラス施設と比

べ小さい施設であり，次の施設を含む。 

・原子炉冷却材圧力バウンダリに直接接続されていて，1次冷却材を内蔵して

いるか又は内蔵し得る施設 

・放射性廃棄物を内蔵している施設（ただし，内蔵量が少ない又は貯蔵方式

により，その破損により公衆に与える放射線の影響が「実用発電用原子炉

の設置，運転等に関する規則(昭和53年通商産業省令第77号)」第2条第2

項第 6 号に規定する「周辺監視区域」外における年間の線量限度に比べ十

分小さいものは除く) 

・放射性廃棄物以外の放射性物質に関連した施設で，その破損により，公衆

及び従事者に過大な放射線被ばくを与える可能性のある施設 

・使用済燃料を冷却するための施設 

・放射性物質の放出を伴うような場合に，その外部放散を抑制するための施

設で，Ｓクラスに属さない施設 

   (3) Ｃクラスの施設  

     Ｓクラスに属する施設及びＢクラスに属する施設以外の一般産業施設又は

公共施設と同等の安全性が要求される施設である。 

    上記に基づくクラス別施設を第1.10.4.1表に示す。 

    なお，同表には当該施設を支持する構造物の支持機能が維持されることを確認

する地震動及び波及的影響を考慮すべき設備に適用する地震動についても併記

する。 
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1.4.1.3 地震力の算定方法 

    設計基準対象施設の耐震設計に用いる地震力の算定は以下の方法による。 

  （1） 静的地震力 

     静的地震力は、Ｓクラスの施設（ 津波防護施設、浸水防止設備及び津波監

視設備を除く。）、Ｂクラス及びＣクラスの施設に適用することとし、それぞれ

耐震重要度分類に応じて次の地震層せん断力係数Ｃｉ及び震度に基づき算定す

る。 

   a. 建物・構築物 

     水平地震力は、地震層せん断力係数Ｃｉに、次に示す施設の耐震重要度分類

に応じた係数を乗じ、さらに当該層以上の重量を乗じて算定するものとする。

      Ｓクラス 3.0 

      Ｂクラス 1.5 

      Ｃクラス 1.0 

     ここで、地震層せん断力係数Ｃｉは、標準せん断力係数Ｃ０を0.2以上とし、

建物・構築物の振動特性及び地盤の種類等を考慮して求められる値とする。 

     また、必要保有水平耐力の算定においては、地震層せん断力係数Ｃｉに乗じ

る施設の耐震重要度分類に応じた係数は、Ｓクラス、Ｂクラス及びＣクラスと

もに1.0とし、その際に用いる標準せん断力係数Ｃ０は1.0以上とする。 

     Ｓクラスの施設については、水平地震力と鉛直地震力が同時に不利な方向の

組合せで作用するものとする。鉛直地震力は、震度0.3以上を基準とし、建物・

構築物の振動特性及び地盤の種類等を考慮し、高さ方向に一定として求めた鉛

直震度より算定するものとする。 

     ただし、土木構造物の静的地震力は、安全上適切と認められる規格及び基準

を参考に、Ｃクラスに適用される静的地震力を適用する。 

   b. 機器・配管系 

     静的地震力は、上記a.に示す地震層せん断力係数Ｃｉに施設の耐震重要度分

類に応じた係数を乗じたものを水平震度として、当該水平震度及び上記a.の鉛

直震度をそれぞれ20％増しとした震度より求めるものとする。 

     なお、Ｓクラスの施設については、水平地震力と鉛直地震力は同時に不利な

方向の組合せで作用するものとする。ただし、鉛直震度は高さ方向に一定とす

る。 

     上記a.及びb.の標準せん断力係数Ｃ０等の割増係数の適用については、耐震

性向上の観点から、一般産業施設及び公共施設等の耐震基準との関係を考慮し

て設定する。 

  （2） 動的地震力 

     動的地震力は、Ｓクラスの施設、屋外重要土木構造物及びＢクラスの施設の

うち共振のおそれのあるものに適用することとし、基準地震動及び弾性設計用

地震動から定める入力地震動を入力として、動的解析により水平２方向及び鉛

1.10.4.1.3 地震力の算定法 

    設計基準対象施設の耐震設計に用いる地震力の算定は以下の方法による。 

   (1) 静的地震力 

     静的地震力は，Ｓクラス（津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備を

除く。），Ｂクラス及びＣクラスの施設に適用することとし，それぞれ耐震重要

度に応じて次の地震層せん断力係数Ｃｉ及び震度に基づき算定する。 

 

   ａ．建物・構築物 

     水平地震力は，地震層せん断力係数Ｃｉに，次に示す施設の耐震重要度分類

に応じた係数を乗じ，さらに当該層以上の重量を乗じて算定するものとする。

        Ｓクラス   3.0 

        Ｂクラス   1.5 

        Ｃクラス   1.0 

     ここで，地震層せん断力係数Ｃｉは，標準せん断力係数Ｃ０を0.2以上とし，

建物・構築物の振動特性，地盤の種類等を考慮して求められる値とする。 

     また，必要保有水平耐力の算定においては，地震層せん断力係数Ｃｉに乗じ

る施設の耐震重要度分類に応じた係数は，Ｓクラス，Ｂクラス及びＣクラスと

もに1.0とし，その際に用いる標準せん断力係数Ｃ０は1.0以上とする。  

     Ｓクラスの施設については，水平地震力と鉛直地震力が同時に不利な方向の

組合せで作用するものとする。鉛直地震力は，震度0.3以上を基準とし，建物・

構築物の振動特性，地盤の種類等を考慮し，高さ方向に一定として求めた鉛直

震度より算定するものとする。 

     ただし，土木構造物の静的地震力は，安全上適切と認められる規格及び基準

を参考に，Ｃクラスに適用される静的地震力を適用する。 

   ｂ．機器・配管系 

     静的地震力は，上記ａ．に示す地震層せん断力係数Ｃｉに施設の耐震重要度

分類に応じた係数を乗じたものを水平震度として，当該水平震度及び上記ａ．

の鉛直震度をそれぞれ20％増しとした震度より求めるものとする。 

     なお，Ｓクラスの施設については，水平地震力と鉛直地震力は同時に不利な

方向の組合せで作用するものとする。ただし，鉛直震度は高さ方向に一定とす

る。  

    上記ａ．及びｂ．の標準せん断力係数Ｃ０等の割増し係数の適用については，

耐震性向上の観点から，一般産業施設，公共施設等の耐震基準との関係を考慮し

て設定する。 

   (2) 動的地震力 

     動的地震力は，Ｓクラスの施設，屋外重要土木構造物及びＢクラスの施設の

うち共振のおそれのあるものに適用することとし，基準地震動ＳＳ及び弾性設

計用地震動Ｓｄから定める入力地震動を入力として，動的解析により水平２方
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直方向について適切に組み合わせて算定する。なお、地震力の組合せについて

は水平２方向及び鉛直方向の地震力が同時に作用するものとし、影響が考えら

れる施設、設備に対して、許容限界の範囲内に留まることを確認する。 

     Ｂクラスの施設のうち共振のおそれのあるものについては、弾性設計用地震

動から定める入力地震動の振幅を２分の１にしたものによる地震力を適用す

る。 

     屋外重要土木構造物、津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備並びに

浸水防止設備が設置された建物・構築物については、基準地震動による地震力

を適用する。 

     添付書類六「7.5 地震」に示す基準地震動は、「敷地ごとに震源を特定して

策定する地震動」及び「震源を特定せず策定する地震動」について、解放基盤

表面における水平方向及び鉛直方向の地震動としてそれぞれ策定し、年超過確

率は、10-４～10-６程度である。 

     また、弾性設計用地震動は、基準地震動との応答スペクトルの比率が目安と

して0.5を下回らないよう基準地震動に係数0.6を乗じて設定する。ここで、

係数0.6は工学的判断として、原子炉施設の安全機能限界と弾性限界に対する

入力荷重の比率が0.5程度であるという知見（9）を踏まえ、さらに「発電用原

子炉施設に関する耐震設計審査指針（昭和56 年７月20日原子力安全委員会決

定、平成13年３月29日一部改訂）」における基準地震動Ｓ1の応答スペクトル

をおおむね下回らないよう配慮し、余裕を持たせた値とする。また、建物・構

築物及び機器・配管系ともに0.6を採用することで、弾性設計用地震動に対す

る設計に一貫性をとる。なお、弾性設計用地震動の年超過確率は、10-３～10-５

程度である。弾性設計用地震動の応答スペクトルを第1.4.1図～第1.4.3図に、

弾性設計用地震動の時刻歴波形を第1.4.4図～第1.4.8図に、弾性設計用地震

動と基準地震動Ｓ1の応答スペクトルの比較を第1.4.9 図に、弾性設計用地震

動と解放基盤表面における地震動の一様ハザードスペクトルの比較を第

1.4.10図及び第1.4.11図に示す。 

   a.入力地震動 

     解放基盤表面は、３号炉及び４号炉の地質調査の結果から、0.7km／s 以上

のＳ波速度（1.35km／s）を持つ堅固な岩盤が十分な拡がりと深さを持ってい

ることが確認されているため、原子炉格納容器及び原子炉周辺建屋基礎底版位

置のEL.－15.0mとしている。 

     建物・構築物の地震応答解析における入力地震動は、解放基盤表面で定義さ

れる基準地震動及び弾性設計用地震動を基に、対象建物・構築物の地盤条件を

適切に考慮したうえで、必要に応じ２次元FEM解析又は１次元波動論により、

地震応答解析モデルの入力位置で評価した入力地震動を設定する。地盤条件を

考慮する場合には、地震動評価で考慮した敷地全体の地下構造との関係にも留

意し、地盤の非線形応答に関する動的変形特性を考慮する。また、必要に応じ

向及び鉛直方向について適切に組み合わせて算定する。なお，地震力の組合せ

については水平２方向及び鉛直方向の地震力が同時に作用するものとし，影響

が考えられる施設，設備に対して許容限界の範囲内に留まることを確認する。

     Ｂクラスの施設のうち共振のおそれのあるものについては，弾性設計用地震

動Ｓｄから定める入力地震動の振幅を2分の 1にしたものによる地震力を適用

する。 

     屋外重要土木構造物，津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備並びに

浸水防止設備が設置された建物・構築物については，基準地震動ＳＳによる地

震力を適用する。 

     添付書類六「6.4 地震」に示す基準地震動ＳＳは，「敷地ごとに震源を特定

して策定する地震動」及び「震源を特定せず策定する地震動」について，解放

基盤表面における水平方向及び鉛直方向の地震動としてそれぞれ策定し，年超

過確率は，10－４から10―６程度である。 

     また，弾性設計用地震動Ｓｄは，基準地震動ＳＳとの応答スペクトルの比率が

目安として0.5を下回らないよう基準地震動ＳＳに係数0.5を乗じて設定する。

ここで，係数0.5は工学的判断として，原子炉施設の安全機能限界と弾性限界

に対する入力荷重の比率が0.5程度であるという知見(１)を踏まえ，さらに「発

電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針(昭和 56 年 7 月 20 日原子力安全委

員会決定，平成13年 3月 29日一部改訂)」における基準地震動Ｓ１の応答スペ

クトルをおおむね下回らないよう配慮した値とする。また，建物・構築物及び

機器・配管系ともに 0.5 を採用することで，弾性設計用地震動Ｓｄに対する設

計に一貫性をとる。なお，弾性設計用地震動Ｓｄの年超過確率は，10－３から10
―５程度である。弾性設計用地震動Ｓｄの応答スペクトルを第1.10.4.1図及び第

1.10.4.2 図に，弾性設計用地震動Ｓｄの時刻歴波形を第 1.10.4.3 図から第

1.10.4.10 図に，弾性設計用地震動Ｓｄと基準地震動Ｓ１の比較を第 1.10.4.11

図に，弾性設計用地震動Ｓｄと解放基盤表面における地震動の一様ハザードス

ペクトルの比較を第1.10.4.12図から第1.10.4.15図に示す。 

   ａ．入力地震動 

     原子炉建屋設置位置付近は，地盤調査の結果，新第三紀の砂質泥岩からなる

久米層が分布し，EL.－370m 以深ではＳ波速度が 0.7km／s 以上であることが

確認されている。したがって，EL.－370mの位置を解放基盤表面として設定す

る。 

     建物・構築物の地震応答解析における入力地震動は，解放基盤表面で定義さ

れる基準地震動ＳＳ及び弾性設計用地震動Ｓｄを基に，対象建物・構築物の地盤

条件を適切に考慮したうえで，必要に応じ２次元ＦＥＭ解析又は１次元波動論

により，地震応答解析モデルの入力位置で評価した入力地震動を設定する。地

盤条件を考慮する場合には，地震動評価で考慮した敷地全体の地下構造との関

係にも留意し，地盤の非線形応答に関する動的変形特性を考慮する。また，必
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敷地における観測記録による検証や最新の科学的・技術的知見を踏まえ設定す

る。 

   b. 地震応答解析 

   （a）動的解析法 

    ⅰ． 建物・構築物 

      動的解析による地震力の算定に当たっては、地震応答解析手法の適用性及

び適用限界等を考慮のうえ、適切な解析法を選定するとともに、建物・構築

物に応じた適切な解析条件を設定する。動的解析は、スペクトルモーダル解

析法又は時刻歴応答解析法による。また、３ 次元応答性状等の評価は、時

刻歴応答解析法による。 

      建物・構築物の動的解析に当たっては、建物・構築物の剛性はそれらの形

状、構造特性等を十分考慮して評価し、集中質点系等に置換した解析モデル

を設定する。 

      動的解析には、建物・構築物と地盤との相互作用を考慮するものとし、解

析モデルの地盤のばねは、基礎版の平面形状、地盤の剛性等を考慮して定め

る。設計用地盤定数は、原則として、弾性波試験によるものを用いる。 

      地盤－ 建物・構築物連成系の減衰定数は、振動エネルギの地下逸散及び

地震応答における各部のひずみレベルを考慮して定める。 

      基準地震動及び弾性設計用地震動に対する応答解析において、主要構造要

素がある程度以上弾性範囲を超える場合には、実験等の結果に基づき、該当

する建物部分の構造特性に応じて、その弾塑性挙動を適切に模擬した復元力

特性を考慮した応答解析を行う。 

      また、Ｓクラスの施設を支持する建物・構築物の支持機能を検討するため

の動的解析において、施設を支持する建物・構築物の主要構造要素がある程

度以上弾性範囲を超える場合には、その弾塑性挙動を適切に模擬した復元力

特性を考慮した応答解析を行う。 

      応答解析に用いる材料定数については、地盤の諸定数も含めて材料のばら

つきによる変動幅を適切に考慮する。また、必要に応じて建物・構築物及び

機器・配管系の設計用地震力に及ぼす影響を検討する。 

      原子炉格納容器及び原子炉周辺建屋については、３次元FEM解析等から、

建物・構築物の３次元応答性状及び機器・配管系への影響を評価する。 

      屋外重要土木構造物の動的解析は、構造物と地盤の相互作用を考慮できる

連成系の地震応答解析手法とし、地盤及び構造物の地震時における非線形挙

動の有無や程度に応じて、線形、等価線形又は非線形解析のいずれかにて行

う。 

 

 

      なお、地震力については、水平２方向及び鉛直方向について適切に組み合

要に応じ敷地における観測記録による検証や最新の科学的・技術的知見を踏ま

え設定する。 

   ｂ．地震応答解析 

    (a) 動的解析法 

     ⅰ 建物・構築物 

      動的解析による地震力の算定に当たっては，地震応答解析手法の適用性，

適用限界等を考慮のうえ，適切な解析法を選定するとともに，建物・構築物

に応じた適切な解析条件を設定する。動的解析は，時刻歴応答解析法による。

また，３次元応答性状等の評価は，線形解析に適用可能な周波数応答解析法

による。 

      建物・構築物の動的解析に当たっては，建物・構築物の剛性はそれらの形

状，構造特性等を十分考慮して評価し，集中質点系等に置換した解析モデル

を設定する。 

      動的解析には，建物・構築物と地盤との相互作用を考慮するものとし，解

析モデルの地盤のばね定数は，基礎版の平面形状，地盤の剛性等を考慮して

定める。設計用地盤定数は，原則として，弾性波試験によるものを用いる。

      地盤－建物・構築物連成系の減衰定数は，振動エネルギの地下逸散及び地

震応答における各部の歪レベルを考慮して定める。 

      基準地震動ＳＳ及び弾性設計用地震動Ｓｄに対する応答解析において，主要

構造要素がある程度以上弾性範囲を超える場合には，実験等の結果に基づ

き，該当する建物部分の構造特性に応じて，その弾塑性挙動を適切に模擬し

た復元力特性を考慮した応答解析を行う。 

      また，Ｓクラスの施設を支持する建物・構築物の支持機能を検討するため

の動的解析において，施設を支持する建物・構築物の主要構造要素がある程

度以上弾性範囲を超える場合には，その弾塑性挙動を適切に模擬した復元力

特性を考慮した応答解析を行う。 

      応答解析に用いる材料定数については，地盤の諸定数も含めてばらつきに

よる変動幅を適切に考慮する。また，必要に応じて建物・構築物及び機器・

配管系の設計用地震力に及ぼす影響を検討する。 

      原子炉建屋については，３次元ＦＥＭ解析等から，建物・構築物の３次元

応答性状及び機器・配管系への影響を評価する。 

      屋外重要土木構造物の動的解析は，構造物と地盤の相互作用を考慮できる

連成系の地震応答解析手法とし，地盤及び構造物の地震時における非線形挙

動の有無や程度に応じて，線形，等価線形，非線形解析のいずれかにて行う。

液状化の可能性を検討する場合には，有効応力解析を実施する。有効応力解

析に用いる液状化強度特性は，代表性及び網羅性を踏まえた保守性を考慮し

て設定する。 

      なお，地震力については，水平２方向及び鉛直方向について適切に組み合

 

 

 

 

 

 

 

建物・構築物の解析手法の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有効応力解析の適用 
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わせて算定する。 

     ⅱ．機器・配管系 

     動的解析による地震力の算定に当たっては、地震応答解析手法の適用性及び

適用限界等を考慮のうえ、適切な解析法を選定するとともに、解析条件として

考慮すべき減衰定数、剛性等の各種物性値は、適切な規格及び基準又は試験等

の結果に基づき設定する。 

     機器の解析に当たっては、形状、構造特性等を考慮して、代表的な振動モー

ドを適切に表現できるよう質点系モデル、有限要素モデル等に置換し、設計用

床応答曲線を用いたスペクトルモーダル解析法又は時刻歴応答解析法により

応答を求める。配管系については、熱的条件及び口径から高温配管又は低温配

管に分類し、その仕様に応じて適切なモデルに置換し、設計用床応答曲線を用

いたスペクトルモーダル解析法又は時刻歴応答解析法により応答を求める。ス

ペクトルモーダル解析法及び時刻歴応答解析法の選択に当たっては、衝突・す

べり等の非線形現象を模擬する観点又は既往研究の知見を取り入れ実機の挙

動を模擬する観点で、建物・構築物の剛性及び地盤物性の不確かさへの配慮を

しつつ時刻歴応答解析法を用いる等、解析対象とする現象、対象設備の振動特

性・構造特性等を考慮し適切に選定する。 

     また、設備の３ 次元的な広がりを踏まえ、適切に応答を評価できるモデル

を用い、水平２ 方向及び鉛直方向の応答成分について適切に組み合わせるも

のとする。 

     なお、剛性の高い機器は、その機器の設置床面の最大応答加速度の1.2倍の

加速度を震度として作用させて地震力を算定する。 

  （3）設計用減衰定数 

     応答解析に用いる減衰定数は、安全上適切と認められる規格及び基準、既往

の振動実験、地震観測の調査結果等を考慮して適切な値を定める。 

     なお、建物・構築物の応答解析に用いる鉄筋コンクリートの減衰定数の設定

については、既往の知見に加え、既設施設の地震観測記録等により、その妥当

性を検討する。 

     また、地盤と屋外重要土木構造物の連成系地震応答解析モデルの減衰定数に

ついては、地中構造物としての特徴、同モデルの振動特性を考慮して適切に設

定する。 

 

1.4.1.4 荷重の組合せと許容限界 

    設計基準対象施設の耐震設計における荷重の組合せと許容限界は以下による。

   （1）耐震設計上考慮する状態 

     地震以外に設計上考慮する状態を次に示す。 

     a. 建物・構築物 

    （a） 運転時の状態 

わせて算定する。 

     ⅱ 機器・配管系 

     動的解析による地震力の算定にあたっては，地震応答解析手法の適用性，適

用限界等を考慮のうえ，適切な解析法を選定するとともに，解析条件として考

慮すべき減衰定数，剛性等の各種物性値は，適切な規格及び基準又は実験等の

結果に基づき設定する。 

     機器の解析にあたっては，形状，構造特性等を考慮して，代表的な振動モー

ドを適切に表現できるよう質点系モデル，有限要素モデル等に置換し，設計用

床応答曲線を用いたスペクトルモーダル解析法又は時刻歴応答解析法により

応答を求める。配管系については，適切なモデルを作成し，設計用床応答曲線

を用いたスペクトルモーダル解析法等により応答を求める。スペクトルモーダ

ル解析法及び時刻歴応答解析法の選択にあたっては，衝突・すべり等の非線形

現象を模擬する観点又は既往研究の知見を取り入れ実機の挙動を模擬する観

点で，建物・構築物の剛性及び地盤物性等の不確かさへの配慮をしつつ時刻歴

応答解析法を用いる等，解析対象とする現象，対象設備の振動特性・構造特性

等を考慮し適切に選定する。 

 

     また，設備の３次元的な広がりを踏まえ，適切に応答を評価できるモデルを

用い，水平２方向及び鉛直方向の応答成分について適切に組み合わせるものと

する。 

     なお，剛性の高い機器は，その機器の設置床面の最大応答加速度の1.2倍の

加速度を震度として作用させて地震力を算定する。 

   (3) 設計用減衰定数 

     応答解析に用いる減衰定数は，安全上適切と認められる規格及び基準，既往

の振動実験，地震観測の調査結果等を考慮して適切な値を定める。 

     なお，建物・構築物の応答解析に用いる鉄筋コンクリートの減衰定数の設定

については，既往の知見に加え，必要に応じて既設施設の地震観測記録等によ

り，その妥当性を検討する。 

     また，地盤と屋外重要土木構造物の連成系地震応答解析モデルの減衰定数に

ついては，地中構造物としての特徴，同モデルの振動特性を考慮して適切に設

定する。 

 

1.10.4.1.4 荷重の組合せと許容限界 

    設計基準対象施設の耐震設計における荷重の組合せと許容限界は以下による。

   (1) 耐震設計上考慮する状態 

     地震以外に設計上考慮する状態を次に示す。 

    ａ．建物・構築物 

     (a) 運転時の状態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配管の解析手法の相違 
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       発電用原子炉施設が運転状態にあり、通常の自然条件下におかれている

状態 

       ただし、運転状態には通常運転時、運転時の異常な過渡変化時を含むも

のとする。 

    （b） 設計基準事故時の状態 

       発電用原子炉施設が設計基準事故時にある状態 

    （c） 設計用自然条件 

       設計上基本的に考慮しなければならない自然条件（風、積雪等） 

     b. 機器・配管系 

    （a） 通常運転時の状態 

       発電用原子炉の起動、停止、出力運転、高温待機、燃料取替え等が計画

的又は頻繁に行われた場合であって運転条件が所定の制限値以内にある

運転状態 

    （b） 運転時の異常な過渡変化時の状態 

       通常運転時に予想される機械又は器具の単一の故障若しくはその誤作

動又は運転員の単一の誤操作及びこれらと類似の頻度で発生すると予想

される外乱によって発生する異常な状態であって、当該状態が継続した場

合には炉心又は原子炉冷却材圧力バウンダリの著しい損傷が生ずるおそ

れがあるものとして安全設計上想定すべき事象が発生した状態 

    （c） 設計基準事故時の状態 

       発生頻度が運転時の異常な過渡変化より低い異常な状態であって、当該

状態が発生した場合には発電用原子炉施設から多量の放射性物質が放出

するおそれがあるものとして安全設計上想定すべき事象が発生した状態 

     （d） 設計用自然条件 

        設計上基本的に考慮しなければならない自然条件（風、積雪等） 

  （2） 荷重の種類 

     a. 建物・構築物 

    （a） 発電用原子炉のおかれている状態にかかわらず常時作用している荷重、

すなわち固定荷重、積載荷重、土圧、水圧及び通常の気象条件による荷重

    （b） 運転時の状態で施設に作用する荷重 

    （c） 設計基準事故時の状態で施設に作用する荷重 

    （d） 地震力、風荷重、積雪荷重等 

      ただし、運転時の状態及び設計基準事故時の状態での荷重には、機器・配

管系から作用する荷重が含まれるものとし、地震力には、地震時土圧、機器・

配管系からの反力、スロッシング等による荷重が含まれるものとする。 

    b. 機器・配管系 

    （a）通常運転時の状態で施設に作用する荷重 

    （b）運転時の異常な過渡変化時の状態で施設に作用する荷重 

       原子炉施設が運転状態にあり，通常の自然条件下におかれている状態。

       ただし，運転状態には通常運転時，運転時の異常な過渡変化時を含むも

のとする。 

 

     (b) 設計基準事故時の状態 

       原子炉施設が設計基準事故時にある状態。 

     (c) 設計用自然条件 

       設計上基本的に考慮しなければならない自然条件（積雪，風等）。 

    ｂ．機器・配管系 

     (a) 通常運転時の状態 

       原子炉の起動，停止，出力運転，高温待機，燃料取替え等が計画的又は

頻繁に行われた場合であって運転条件が所定の制限値以内にある運転状

態。 

     (b) 運転時の異常な過渡変化時の状態 

       通常運転時に予想される機械又は器具の単一の故障若しくはその誤作

動又は運転員の単一の誤操作及びこれらと類似の頻度で発生すると予想

される外乱によって発生する異常な状態であって，当該状態が継続した場

合には炉心又は原子炉冷却材圧力バウンダリの著しい損傷が生じるおそ

れがあるものとして安全設計上想定すべき事象が発生した状態。 

     (c) 設計基準事故時の状態 

       発生頻度が運転時の異常な過渡変化より低い異常な状態であって，当該

状態が発生した場合には原子炉施設から多量の放射性物質が放出するお

それがあるものとして安全設計上想定すべき事象が発生した状態。 

     (d) 設計用自然条件 

       設計上基本的に考慮しなければならない自然条件（積雪，風等） 

   (2) 荷重の種類 

    ａ．建物・構築物 

     (a) 原子炉のおかれている状態にかかわらず常時作用している荷重，すなわ

ち固定荷重，積載荷重，土圧，水圧及び通常の気象条件による荷重 

     (b) 運転時の状態で施設に作用する荷重 

     (c) 設計基準事故時の状態で施設に作用する荷重 

     (d) 地震力，風荷重，積雪荷重等 

      ただし，運転時の状態及び設計基準事故時の状態での荷重には，機器・配

管系から作用する荷重が含まれるものとし，地震力には，地震時土圧，機器・

配管系からの反力，スロッシング等による荷重が含まれるものとする。 

    ｂ．機器・配管系 

     (a) 通常運転時の状態で施設に作用する荷重 

     (b) 運転時の異常な過渡変化時の状態で施設に作用する荷重 
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    （c）設計基準事故時の状態で施設に作用する荷重 

    （d）地震力、風荷重、積雪荷重等 

  （3） 荷重の組合せ 

     地震力と他の荷重との組合せは次による。 

    a. 建物・構築物（c.に記載のもののうち、津波防護施設、浸水防止設備及び

津波監視設備を除く。） 

    （a） Ｓクラスの建物・構築物については、常時作用している荷重及び運転時

（通常運転時又は運転時の異常な過渡変化時）に施設に作用する荷重と地

震力とを組み合わせる。 

    （b） Ｓクラスの建物・構築物については、常時作用している荷重及び設計基

準事故時の状態で施設に作用する荷重のうち長時間その作用が続く荷重

と弾性設計用地震動による地震力又は静的地震力とを組み合わせる。 

 

    （c） Ｂクラス及びＣクラスの建物・構築物については、常時作用している荷

重及び運転時の状態で施設に作用する荷重と動的地震力又は静的地震力

とを組み合わせる。 

    b. 機器・配管系（c.に記載のものを除く。） 

    （a）Ｓクラスの機器・配管系については、通常運転時の状態で施設に作用す

る荷重と地震力とを組み合わせる。 

    （b）Ｓクラスの機器・配管系については、運転時の異常な過渡変化時の状態

及び設計基準事故時の状態のうち地震によって引き起こされるおそれのあ

る事象によって施設に作用する荷重と地震力とを組み合わせる。 

    （c） Ｓクラスの機器・配管系については、運転時の異常な過渡変化時の状態

及び設計基準事故時の状態のうち地震によって引き起こされるおそれのな

い事象であっても、いったん事故が発生した場合、長時間継続する事象に

よる荷重は、その事故事象の発生確率、継続時間及び地震動の年超過確率

の関係を踏まえ、適切な地震力と組み合わせる。 

    （d） Ｂクラス及びＣクラスの機器・配管系については、通常運転時の状態で

施設に作用する荷重及び運転時の異常な過渡変化時の状態で施設に作用す

る荷重と、動的地震力又は静的地震力とを組み合わせる。 

    c. 津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備並びに浸水防止設備が設置

された建物・構築物 

    （a） 津波防護施設及び浸水防止設備が設置された建物・構築物については、

常時作用している荷重及び運転時の状態で施設に作用する荷重と基準地

震動による地震力とを組み合わせる。 

    （b） 浸水防止設備及び津波監視設備については、常時作用している荷重及び

運転時の状態で施設に作用する荷重等と基準地震動による地震力とを組

み合わせる。 

     (c) 設計基準事故時の状態で施設に作用する荷重 

     (d) 地震力，風荷重，積雪荷重等 

   (3) 荷重の組合せ 

      地震力と他の荷重との組合せは次による。 

    ａ．建物・構築物（ｃ．に記載のもののうち，津波防護施設，浸水防止設備及

び津波監視設備を除く。） 

     (a) Ｓクラスの建物・構築物については，常時作用している荷重及び運転時

（通常運転時又は運転時の異常な過渡変化時）の状態で施設に作用する荷

重と地震力とを組み合わせる。 

     (b) Ｓクラスの建物・構築物については，常時作用している荷重及び設計基

準事故時の状態で施設に作用する荷重のうちの長時間その作用が続く荷

重と弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力とを組み合わせ

る。 

     (c) Ｂクラス及びＣクラスの建物・構築物については，常時作用している荷

重及び運転時の状態で施設に作用する荷重と動的地震力又は静的地震力

とを組み合わせる。 

    ｂ．機器・配管系（ｃ．に記載のものを除く。） 

     (a) Ｓクラスの機器・配管系については，通常運転時の状態で作用する荷重

と地震力とを組み合わせる。 

     (b) Ｓクラスの機器・配管系については，運転時の異常な過渡変化時の状態

及び設計基準事故時の状態のうち地震によって引き起こされるおそれの

ある事象によって施設に作用する荷重と地震力とを組み合わせる。 

     (c) Ｓクラスの機器・配管系については，運転時の異常な過渡変化時の状態

及び設計基準事故時の状態のうち地震によって引き起こされるおそれの

ない事象であっても，いったん事故が発生した場合，長時間継続する事象

による荷重は，その事故事象の発生確率，継続時間及び地震動の超過確率

の関係を踏まえ，適切な地震力と組み合わせる。 

     (d) Ｂクラス及びＣクラスの機器・配管系については，通常運転時の状態で

施設に作用する荷重及び運転時の異常な過渡変化時の状態で施設に作用

する荷重と，動的地震力又は静的地震力とを組み合わせる。 

    ｃ．津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備並びに浸水防止設備が設置

された建物・構築物 

     (a) 津波防護施設及び浸水防止設備が設置された建物・構築物については，

常時作用している荷重及び運転時の状態で施設に作用する荷重と基準地

震動ＳＳによる地震力とを組み合わせる。 

     (b) 浸水防止設備及び津波監視設備については，常時作用している荷重及び

運転時の状態で施設に作用する荷重と基準地震動ＳＳによる地震力とを

組み合わせる 
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      なお、上記c.（a）、（b）については、地震と津波が同時に作用する可能性

について検討し、必要に応じて基準地震動による地震力と津波による荷重の

組合せを考慮する。また、津波以外による荷重については、「（2）荷重の種

類」に準じるものとする。 

    d. 荷重の組合せ上の留意事項 

    （a） Ｓクラスの施設に作用する地震力のうち動的地震力については、水平２

方向と鉛直方向の地震力とを適切に組み合わせ算定するものとする。 

    （b） ある荷重の組合せ状態での評価が明らかに厳しいことが判明している場

合には、その他の荷重の組合せ状態での評価は行わないことがある。 

    （c） 複数の荷重が同時に作用する場合、それらの荷重による応力の各ピーク

の生起時刻に明らかなずれがあることが判明しているならば、必ずしもそ

れぞれの応力のピーク値を重ねなくてもよいものとする。 

    （d） 上位の耐震重要度分類の施設を支持する建物・構築物の当該部分の支持

機能を確認する場合においては、支持される施設の耐震重要度分類に応じ

た地震力と常時作用している荷重、運転時の状態で施設に作用する荷重及

びその他必要な荷重とを組み合わせる。 

      なお、第1.4.1表に対象となる建物・構築物及びその支持機能が維持され

ていることを検討すべき地震動等について記載する。 

  （4） 許容限界 

     各施設の地震力と他の荷重とを組み合わせた状態に対する許容限界は次の

とおりとし、安全上適切と認められる規格及び基準又は試験等で妥当性が確認

されている許容応力等を用いる。 

    a. 建物・構築物（c.に記載のもののうち、津波防護施設、浸水防止設備及び

津波監視設備を除く。） 

    （a） Ｓクラスの建物・構築物 

     ⅰ．弾性設計用地震動による地震力又は静的地震力との組合せに対する許容

限界 

       建築基準法等の安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力

度を許容限界とする。 

       ただし、１ 次冷却材喪失事故時に作用する荷重との組合せ（原子炉格

納容器バウンダリにおける長期的荷重との組合せを除く。）に対しては、

下記ⅱ．に示す許容限界を適用する。 

     ⅱ．基準地震動による地震力との組合せに対する許容限界 

       構造物全体としての変形能力（ 終局耐力時の変形）について十分な余

裕を有し、建物・構築物の終局耐力に対して妥当な安全余裕を持たせるこ

ととする。 

       なお、終局耐力は、建物・構築物に対する荷重又は応力を漸次増大して

いくとき、その変形又はひずみが著しく増加するに至る限界の最大耐力と

      なお，上記c. (a)， (b)については，地震と津波が同時に作用する可能性

について検討し，必要に応じて基準地震動ＳＳによる地震力と津波による荷

重の組合せを考慮する。また，津波以外による荷重については，「(2) 荷重

の種類」に準じるものとする。 

    ｄ．荷重の組合せ上の留意事項 

     (a) Ｓクラスの施設に作用する地震力のうち動的地震力については，水平２

方向と鉛直方向の地震力とを適切に組み合わせ算定するものとする。 

     (b) ある荷重の組合せ状態での評価が明らかに厳しいことが判明している

場合には，その他の荷重の組合せ状態での評価は行わないことがある。 

     (c) 複数の荷重が同時に作用する場合，それらの荷重による応力の各ピーク

の生起時刻に明らかなずれがあることが判明しているならば，必ずしもそ

れぞれの応力のピーク値を重ねなくてもよいものとする。 

     (d) 上位の耐震重要度分類の施設を支持する建物・構築物の当該部分の支持

機能を確認する場合においては，支持される施設の耐震重要度分類に応じ

た地震力と常時作用している荷重，運転時の状態で施設に作用する荷重及

びその他必要な荷重とを組み合わせる。 

       なお，第 1.10.4.1 表に対象となる建物・構築物及びその支持機能が維

持されていることを検討すべき地震動等について記載する。 

   (4) 許容限界 

     各施設の地震力と他の荷重とを組み合わせた状態に対する許容限界は次の

とおりとし，安全上適切と認められる規格及び基準又は試験等で妥当性が確認

されている許容応力等を用いる。 

    ａ．建物・構築物（c．に記載のもののうち，津波防護施設，浸水防止設備及

び津波監視設備を除く。） 

     (a) Ｓクラスの建物・構築物 

      ⅰ) 弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力との組合せに対す

る許容限界 

        建築基準法等の安全上適切と認められる規格及び基準による許容応

力度を許容限界とする。 

        ただし，冷却材喪失事故時に作用する荷重との組合せ（原子炉格納容

器バウンダリにおける長期的荷重との組合せを除く。）に対しては，下

記ⅱ）に示す許容限界を適用する。 

      ⅱ) 基準地震動ＳＳによる地震力との組合せに対する許容限界 

        構造物全体としての変形能力（終局耐力時の変形）について十分な余

裕を有し，建物・構築物の終局耐力に対し妥当な安全余裕を持たせるこ

ととする。 

        なお，終局耐力は，建物・構築物に対する荷重又は応力を漸次増大し

ていくとき，その変形又は歪が著しく増加するに至る限界の最大耐力と
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し、既往の実験式等に基づき適切に定めるものとする。 

    （b） Ｂクラス及びＣクラスの建物・構築物（（e）及び（f）に記載のものを

除く。） 

       上記（a）ｉ．による許容応力度を許容限界とする。 

    （c） 耐震重要度分類の異なる施設を支持する建物・構築物（（e）及び（f）

に記載のものを除く。） 

       上記（a）ⅱ．を適用するほか、耐震重要度分類の異なる施設を支持す

る建物・構築物が、変形等に対してその支持機能を損なわないものとする。

       なお、当該施設を支持する建物・構築物の支持機能が損なわれないこと

を確認する際の地震動は、支持される施設に適用される地震動とする。 

    （d） 建物・構築物の保有水平耐力（（e）及び（f）に記載のものを除く。） 

       建物・構築物については、当該建物・構築物の保有水平耐力が必要保有

水平耐力に対して耐震重要度分類に応じた安全余裕を有していることを

確認する。 

    （e） 屋外重要土木構造物 

      ⅰ．静的地震力との組合せに対する許容限界 

        安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力度を許容限界

とする。 

      ⅱ．基準地震動による地震力との組合せに対する許容限界 

        構造部材の曲げについては、曲げ耐力、限界層間変形角又は圧縮縁コ

ンクリート限界ひずみに対して妥当な安全余裕を持たせることとし、構

造部材のせん断については、せん断耐力に対する上記の許容限界にして

妥当な安全余裕を持たせることを基本とする。ただし、構造部材の曲げ、

せん断に対する上記の許容限界に代わり、許容応力度を適用すること

で、安全余裕を考慮する場合もある。 

        なお、それぞれの安全余裕については、各施設の機能要求等を踏まえ

設定する。 

    （f） その他の土木構造物 

       安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力度を許容限界と

する。 

    b. 機器・配管系（c.に記載のものを除く。） 

    （a） Ｓクラスの機器・配管系 

     ⅰ．弾性設計用地震動による地震力又は静的地震力との組合せに対する許容

限界 

       応答が全体的におおむね弾性状態に留まることとする。 

       ただし、１次冷却材喪失事故時に作用する荷重との組合せ（原子炉格納

容器バウンダリ及び非常用炉心冷却設備等における長期的荷重との組合

せを除く。）に対しては、下記ⅱ.に示す許容限界を適用する。 

し，既往の実験式等に基づき適切に定めるものとする。 

     (b) Ｂクラス及びＣクラスの建物・構築物（(e)及び(f)に記載のものを除

く。） 

       上記(a)ⅰ）による許容応力度を許容限界とする。 

     (c) 耐震重要度分類の異なる施設を支持する建物・構築物（(e)及び(f)に記

載のものを除く。） 

       上記(a)ⅱ）を適用するほか，耐震重要度分類の異なる施設を支持する

建物・構築物が，変形等に対してその支持機能を損なわれないものとする。

       なお，当該施設を支持する建物・構築物の支持機能を損なわないことを

確認する際の地震動は，支持される施設に適用される地震動とする。 

     (d) 建物・構築物の保有水平耐力（(e)及び(f)に記載のものを除く。） 

       建物・構築物については，当該建物・構築物の保有水平耐力が必要保有

水平耐力に対して耐震重要度分類に応じた安全余裕を有していることを

確認する。 

     (e) 屋外重要土木構造物 

      ⅰ) 静的地震力との組合せに対する許容限界 

        安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力度を許容限界

とする。 

      ⅱ) 基準地震動ＳＳによる地震力との組合せに対する許容限界 

        構造部材の曲げについては，曲げ耐力，限界層間変形角，圧縮縁コン

クリート限界ひずみ又は終局曲率に対して妥当な安全余裕を持たせる

こととし，構造部材のせん断についてはせん断耐力又は終局せん断強度

に対して妥当な安全余裕をもたせることを基本とする。ただし，構造部

材の曲げ，せん断に対する上記の許容限界に代わり，許容応力度を適用

することで，安全余裕を考慮する場合もある。 

        なお，それぞれの安全余裕については，各施設の機能要求等を踏まえ

設定する。 

     (f) その他の土木構造物 

       安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力度を許容限界と

する。 

    ｂ. 機器・配管系（c．に記載のものを除く。） 

     (a) Ｓクラスの機器・配管系 

     ⅰ） 弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力との組合せに対する

許容限界 

       応答が全体的におおむね弾性状態に留まることとする。 

       ただし，冷却材喪失時の作用する荷重との組合せ（格納容器，非常用炉

心冷却設備等における長期的荷重との組合せを除く。）に対しては，下記

(a)ⅱ）に示す許容限界を適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

適用する許容限界の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



比較表（1.2 追加要求事項に対する適合性 （2）安全設計方針） 

12／17 

玄海３，４号 東二 備考 

     ⅱ．基準地震動による地震力との組合せに対する許容限界 

       塑性ひずみが生じる場合であっても、その量が小さなレベルに留まって

破断延性限界に十分な余裕を有し、その施設に要求される機能に影響を及

ぼさないように応力、荷重等を制限する値を許容限界とする。 

       また、地震時又は地震後に動的機能が要求される機器等については、基

準地震動による応答に対して、実証試験等により確認されている機能確認

済加速度等を許容限界とする。 

    （b） Ｂクラス及びＣクラスの機器・配管系 

       応答が全体的におおむね弾性状態に留まることとする。 

    （c） 燃料集合体 

       地震時に作用する荷重に対して、燃料集合体の１次冷却材流路を維持で

きること及び過大な変形や破損を生ずることにより制御棒の挿入が阻害

されることがないことを確認する。 

    c. 津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備並びに浸水防止設備が設置

された建物・構築物 

      津波防護施設及び浸水防止設備が設置された建物・構築物については、当

該施設及び建物・構築物が構造全体としての変形能力（終局耐力時の変形）

について十分な余裕を有するとともに、その施設に要求される機能（ 津波防

護機能及び浸水防止機能） が保持できることを確認する。 

      浸水防止設備及び津波監視設備については、その設備に要求される機能（浸

水防止機能及び津波監視機能）が保持できることを確認する。 

    d. 基礎地盤の支持性能 

    （a） Ｓクラスの建物・構築物及びＳクラスの機器・配管系（(b)に記載のも

ののうち、津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備を除く。）の基

礎地盤 

    ⅰ．基準地震動による地震力との組合せに対する許容限界 

      接地圧が、安全上適切と認められる規格及び基準等による地盤の極限支持

力度に対して妥当な余裕を有することを確認する。 

    ⅱ．弾性設計用地震動による地震力又は静的地震力との組合せに対する許容限

界 

      接地圧に対して、安全上適切と認められる規格及び基準等による地盤の短

期許容支持力度を許容限界とする。 

    （b） 屋外重要土木構造物、津波防護施設、浸水防止設備及び津波監視設備並

びに浸水防止設備が設置された建物・構築物の基礎地盤 

     ⅰ．基準地震動による地震力との組合せに対する許容限界 

       接地圧が、安全上適切と認められる規格及び基準等による地盤の極限支

持力度に対して妥当な余裕を有することを確認する。 

    （c） Ｂクラス及びＣクラスの建物・構築物、Ｂクラス及びＣクラスの機器・

     ⅱ） 基準地震動ＳＳによる地震力との組合せに対する許容限界 

       塑性ひずみが生じる場合であっても，その量が小さなレベルに留まって

破断延性限界に十分な余裕を有し，その施設に要求される機能に影響を及

ぼさないように応力，荷重等を制限する値を許容限界とする。 

       また，地震時又は地震後に動的機能が要求される機器等については，基

準地震動ＳＳによる応答に対して，実証試験等により確認されている機能

確認済加速度等を許容限界とする。 

     (b) Ｂクラス及びＣクラスの機器・配管系 

       応答が全体的におおむね弾性状態に留まることとする。 

     (c) チャンネル・ボックス 

       地震時に作用する荷重に対して，燃料集合体の冷却材流路を維持できる

こと及び過大な変形や破損を生ずることにより制御棒の挿入が阻害され

ることがないことを確認する。 

    ｃ．津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備並びに浸水防止設備が設置

された建物・構築物 

      津波防護施設及び浸水防止設備が設置された建物・構築物については，当

該施設及び建物・構築物が構造物全体としての変形能力（終局耐力時の変形）

について十分な余裕を有するとともに，その施設に要求される機能（津波防

護機能及び浸水防止機能）が保持できることを確認する。 

      浸水防止設備及び津波監視設備については，その設備に要求される機能

（浸水防止機能及び津波監視機能）が保持できることを確認する。 

    ｄ．基礎地盤の支持性能 

     (a) Ｓクラスの建物・構築物及びＳクラスの機器・配管系（(b)に記載のも

ののうち，津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備を除く。）の基

礎地盤 

     ⅰ） 弾性設計用地震動Ｓｄによる地震力又は静的地震力との組合せに対する

許容限界 

        接地圧に対して，安全上適切と認められる規格及び基準等による地盤

の短期許容支持力度を許容限界とする。 

     ⅱ） 基準地震動ＳＳによる地震力との組合せに対する許容限界 

        接地圧が，安全上適切と認められる規格及び基準等による地盤の極限

支持力度に対して妥当な余裕を有することを確認する。 

     (b) 屋外重要土木構造物，津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備並

びに浸水防止設備が設置された建物・構築物の基礎地盤 

     ⅰ） 基準地震動ＳＳによる地震力との組合せに対する許容限界 

        接地圧が，安全上適切と認められる規格及び基準等による地盤の極限

支持力度に対して妥当な余裕を有することを確認する。 

     (c) Ｂクラス及びＣクラスの建物・構築物，Ｂクラス及びＣクラスの機器・

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＰＷＲ，ＢＷＲの炉型の相違 
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配管系並びにその他の土木構造物の基礎地盤 

       上記（a）ⅱ．による許容支持力度を許容限界とする。 

1.4.1.5 設計における留意事項 

    耐震重要施設は、耐震重要度分類の下位のクラスに属する施設（以下「下位ク

ラス施設」という。）の波及的影響によって、その安全機能を損なわないように

設計する。 

    波及的影響については、耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力を適用

して評価を行う。なお、地震動又は地震力の選定に当たっては、施設の配置状況、

使用時間等を踏まえて適切に設定する。また、波及的影響においては水平２方向

及び鉛直方向の地震力が同時に作用する場合に影響を及ぼす可能性のある施設、

設備を選定し評価する。 

    波及的影響評価に当たっては、以下(1)～(4)をもとに、敷地全体を俯瞰した調

査・検討等を行い、耐震重要施設の安全機能への影響がないことを確認する。 

     なお、原子力発電所の地震被害情報をもとに、以下(1)～(4)以外に検討すべ

き事項がないかを確認し、新たな検討事項が抽出された場合には、その観点を追

加する。 

  （1） 設置地盤及び地震応答性状の相違等に起因する不等沈下又は相対変位による

影響 

    a. 不等沈下 

     耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に対して不等沈下により、耐

震重要施設の安全機能へ影響がないことを確認する。 

    b. 相対変位 

     耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力による下位クラス施設と耐

震重要施設の相対変位により、耐震重要施設の安全機能へ影響がないことを確

認する。 

  （2） 耐震重要施設と下位クラス施設との接続部における相互影響 

     耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に対して、耐震重要施設に接

続する下位クラス施設の損傷により、耐震重要施設の安全機能へ影響がないこ

とを確認する。 

  （3） 建屋内における下位クラス施設の損傷、転倒及び落下等による耐震重要施設

への影響 

     耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に対して、建屋内の下位クラ

ス施設が損傷、転倒及び落下等により、耐震重要施設の安全機能へ影響がない

ことを確認する。 

  （4） 建屋外における下位クラス施設の損傷、転倒及び落下等による耐震重要施設

への影響 

    a. 耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に対して、建屋外の下位ク

ラス施設の損傷、転倒及び落下等により、耐震重要施設の安全機能へ影響が

配管系並びにその他の土木構造物の基礎地盤 

       上記(a)ⅰ）による許容支持力度を許容限界とする。 

1.10.4.1.5 設計における留意事項 

    耐震重要施設は，耐震重要度分類の下位のクラスに属する施設（以下「下位ク

ラス施設」という。）の波及的影響によって，その安全機能を損なわないように

設計する。 

    波及的影響については，耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力を適用

して評価を行う。なお，地震動又は地震力の選定に当たっては，施設の配置状況，

使用時間等を踏まえて適切に設定する。また，波及的影響においては水平２方向

及び鉛直方向の地震力が同時に作用する場合に影響を及ぼす可能性のある施設，

設備を選定し評価する。 

    波及的影響の評価に当たっては，以下(1)から(4)をもとに，敷地全体を俯瞰し

た調査・検討を行い，耐震重要施設の安全機能への影響がないことを確認する。

    なお，原子力発電所の地震被害情報をもとに，以下(1)から(4)以外に検討すべ

き事項がないかを確認し，新たな検討事項が抽出された場合には，その観点を追

加する。 

  (1) 設置地盤及び地震応答性状の相違等に起因する不等沈下又は相対変位による

影響 

    ａ．不等沈下 

     耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に対して不等沈下により耐

震重要施設の安全機能へ影響がないことを確認する。 

    ｂ． 相対変位 

     耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力による下位クラス施設と耐

震重要施設の相対変位により，耐震重要施設の安全機能へ影響がないことを確

認する。 

  (2) 耐震重要施設と下位クラス施設との接続部における相互影響 

     耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に対して，耐震重要施設に接

続する下位クラス施設の損傷により，耐震重要施設の安全機能へ影響がないこ

とを確認する。 

  (3) 建屋内における下位クラス施設の損傷，転倒及び落下等による耐震重要施設へ

の影響 

     耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に対して，建屋内の下位クラ

ス施設の損傷，転倒及び落下等により，耐震重要施設の安全機能へ影響がない

ことを確認する。 

  (4) 建屋外における下位クラス施設の損傷，転倒及び落下等による耐震重要施設へ

の影響 

    ａ．耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に対して，建屋外の下位ク

ラス施設の損傷，転倒及び落下等により，耐震重要施設の安全機能へ影響が
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ないことを確認する。 

    b. 耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に対して、耐震重要施設の

周辺斜面が崩壊しないことを確認する。 

    なお、上記(1)～(4)の検討に当たっては、溢水、火災の観点からも波及的影響

がないことを確認する。 

    上記の観点で検討した耐震重要施設に対して、波及的影響を考慮する施設を、

第1.4.1表中に「波及的影響を考慮すべき施設」として記載する。 

 

1.4.1.6 構造計画と配置計画 

    設計基準対象施設の構造計画及び配置計画に際しては、地震の影響が低減され

るように考慮する。 

    建物・構築物は、原則として剛構造とし、重要な建物・構築物は、地震力に対

し十分な支持性能を有する地盤に支持させる。剛構造としない建物・構築物は，

剛構造と同等又はそれを上回る耐震安全性を確保する。 

    機器・配管系は、応答性状を適切に評価し、適用する地震力に対して構造強度

を有する設計とする。配置に自由度のあるものは、耐震上の観点からできる限り

重心位置を低くし、かつ、安定性のよい据付け状態になるよう配置する。 

    また、建物・構築物の建屋間相対変位を考慮しても、建物・構築物及び機器・

配管系の耐震安全性を確保する設計とする。 

    下位クラス施設は原則、耐震重要施設に対して離隔をとり配置する若しくは基

準地震動に対し構造強度を保つようにし、耐震重要施設の安全機能を損なわない

設計とする。 

 

1.4.3 主要施設の耐震構造 

1.4.3.1 原子炉格納容器 

  ３号炉及び４号炉原子炉格納容器は、内径約43m、内高約65mで、シェル部は上部

に半球ドームを有するたて型円筒胴のプレストレストコンクリート造、底部は鉄筋コ

ンクリート造である。 

  原子炉格納容器内部には内部コンクリートを設け、主要構造は剛な壁式鉄筋コンク

リート造である。 

  原子炉格納容器は、原子炉周辺建屋とともに岩盤上に設置される鉄筋コンクリート

造の基礎版（３号炉約56m×約98m×約9.8m、４ 号炉約77m×約93m×約9.8m（原子

炉補助棟約３m））上に設けられる。 

1.4.3.2 原子炉周辺建屋 

  ３号炉原子炉周辺建屋は、原子炉周辺棟、燃料取扱棟及び中間補機棟からなり、主

体構造は鉄筋コンクリート造（一部鉄骨鉄筋コンクリート造）である。 

  各棟は、原子炉格納容器とともに岩盤上に設置される鉄筋コンクリート造の基礎版

（約56m×約98 m×約9.8m） 上に設けられる。 

ないことを確認する。 

    ｂ．耐震重要施設の設計に用いる地震動又は地震力に対して，耐震重要施設の

周辺斜面が崩壊しないことを確認する。 

    なお，上記(1)～ (4)の検討に当たっては，溢水及び火災の観点からも波及的

影響がないことを確認する。 

    上記の観点で検討した耐震重要施設に対して，波及的影響を考慮する施設を，

第1.10.4.1 表中に「波及的影響を考慮すべき施設」として記載する。 

 

1.10.4.1.6 構造計画と配置計画 

    設計基準対象施設の構造計画及び配置計画に際しては，地震の影響が低減され

るように考慮する。 

    建物・構築物は，原則として剛構造とし，重要な建物・構築物は，地震力に対

し十分な支持性能を有する地盤に支持させる。剛構造としない建物・構築物は，

剛構造と同等又はそれを上回る耐震安全性を確保する。 

    機器・配管系は，応答性状を適切に評価し，適用する地震力に対して構造強度

を有する設計とする。配置に自由度のあるものは，耐震上の観点からできる限り

重心位置を低くし，かつ，安定性のよい据付け状態になるよう配置する。 

    また，建物・構築物の建屋間相対変位を考慮しても，建物・構築物及び機器・

配管系の耐震安全性を確保する設計とする。 

    下位クラス施設は原則，耐震重要施設に対して離隔をとり配置する若しくは，

基準地震動ＳＳに対し構造強度を保つようにし，耐震重要施設の安全機能を損な

わない設計とする。 

 

1.10.4.3 主要施設の耐震構造 

1.10.4.3.1 原子炉建屋 

  原子炉建屋は,地上 2階,地下 6階建で,平面が約 67m(南北方向)×約 67m(東西

方向)の鉄筋コンクリート造(一部鉄骨造)の建物である。 

  最下階床面からの高さは約68mで地上高さは約56mである。 

  建物中央部には原子炉圧力容器および原子炉格納容器を囲むコンクリート生体遮

蔽壁があり, その外側に外壁である原子炉建屋側壁がある。 

  これらは,原子炉建屋の主要な耐震壁を構成している。 

  これらの生体遮蔽壁と外壁の間を地下2階から地上6階までの床が一体に連絡し,全

体として剛な構造としている。 

1.10.4.3.2 タービン建屋 

  タービン建屋は,地上 2階,地下 1階建で平面が約 105m(南北方向)×約 70m(東

西方向)の鉄筋コンクリート造(一部鉄骨造)の建物であり，適切に配置された耐

震壁で構成された剛な構造としている。 

1.10.4.3.3 廃棄物処理建屋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プラント固有事項 
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  ４号炉原子炉周辺建屋は、原子炉周辺棟、燃料取扱棟、中間補機棟及び原子炉補助

棟からなり、主体構造は鉄筋コンクリート造（一部鉄骨鉄筋コンクリート造）である。

  各棟は、原子炉格納容器とともに岩盤上に設置される鉄筋コンクリート造の基礎版

（約77m×約93m×約9 .8m（原子炉補助棟約３m）） 上に設けられる。 

1.4.3.3 原子炉補助建屋（ 一部３ 号及び４ 号炉共用） 

  原子炉補助建屋は、地上１ 階、地下４ 階であり、平面が約60.5m×約93mの鉄筋

コンクリート造の建物で、岩盤上に設置される。 

  原子炉補助建屋と原子炉周辺建屋との間は、適切な間げきを設け、建物相互の干渉

を防ぐようにする。 

1.4.3.4 燃料取替用水タンク建屋（一部３号及び４号炉共用） 

  燃料取替用水タンク建屋は、平面が約40m×約30mの平家建であり、主体構造は鉄

筋コンクリート造（一部鉄骨造）の建物で、岩盤上に設けるコンクリートの上に設置

される。 

1.4.3.5 廃棄物処理建屋（３号及び４号炉共用） 

  廃棄物処理建屋は、地上３階、地下２階であり、平面が約39m×約24mの鉄筋コン

クリート造の建物で、岩盤上に設けるコンクリートの上に設置される。 

1.4.3.6 タービン建屋（一部３ 号及び４ 号炉共用） 

  タービン建屋は、地上２階、地下１階であり、平面が約59m×約229 m（３号炉約

59m×約119m、４号炉約59m×約110m）の鉄骨造（ 地下部は鉄筋コンクリート造）で

ある。 

1.4.3.7 原子炉容器 

  原子炉容器は、上部及び底部が半球状のたて置円筒形で、上部ふたはフランジで容

器胴にボルト締めされており、それ自体厚肉の剛な構造である。 

  原子炉容器は、容器上部胴に設ける冷却材出入口ノズルに溶接した鋼製のパッドを

介して、内部コンクリートに固定する鋼製構造物に支持させる。なお、容器の熱膨張

を拘束しないよう半径方向はフリーとし、下方及び周方向を拘束する構造にして地震

力に対しても支持する。 

1.4.3.8 制御棒クラスタ駆動装置 

  制御棒クラスタ駆動装置は、原子炉容器上部ふたに取り付けられた磁気ジャック式

駆動装置である。 

  制御棒クラスタ駆動装置は、上部端を耐震サポートにより内部コンクリートに支持

し、下部を原子炉容器上部ふたに固定し、それ自体も剛性を持つので、地震力に対し

ても必要な強度を有する。 

1.4.3.9 燃料集合体及び炉内構造物 

  燃料集合体は、燃料棒、制御棒案内シンブル、支持格子、上部ノズル、下部ノズル

等により構成される。燃料集合体は制御棒案内シンブルとそれに接合した支持格子と

によって骨格を形成し、燃料棒を正方格子状の配列で支持格子のばねに支持させるた

め燃料棒の熱膨張を拘束しない構造となっている。また、燃料集合体に作用する地震

  廃棄物処理建屋は,地上 4 階,地下 3 階建で平面は，約 41m(東西方向)×約

69m(南北方向)の鉄筋コンクリート造の建物であり，適切に配置された耐震壁で

構成された剛な構造としている。 

1.10.4.3.4 使用済燃料乾式貯蔵建屋 

  使用済燃料乾式建屋は,地上 1階建で平面が約52m(南北方向)×約 24m(東西方

向)の鉄筋コンクリート造(一部鉄骨鉄筋コンクリート造及び鉄骨造)の建物で

あり，適切に配置された耐震壁で構成された剛な構造としている。 

1.10.4.3.5 格納容器 

  格納容器は，内径約 26m，高さ約 16m，厚さ約 3.2cm の鋼製円筒殻と底部内径

約 26m，頂部内径約 12m，高さ約 24m，厚さ約 2.8～約 3.8cm の鋼製円錘殻，底

部内径約 12m，頂部内径約 9.7m，高さ約 2m の鋼製円錘穀，その上に載る格納容

器ヘッドおよび底部コンクリートスラブより構成され全体の高さは約 48m であ

る｡ 

  円筒殻と底部コンクリートスラブの接続にはアンカーボルトを用いる。 

  円筒殻と円錘殻の接続部の高さに，格納容器を上下に分けるダイヤフラムが

あり,下部はサブレッションプールになっている。 

  円錘殻頂部附近にはラジアルキーがあり，原子炉圧力容器より格納容器に伝

えられる水平力および格納容器にかかる水平力の一部を周囲の生体しゃへい壁

に伝える構造となっている。 

1.10.4.3.6 原子炉圧力容器 

  原子炉圧力容器は内径約 6.4m，高さ約 23m，重量は炉心水を含めて約 1,600

トンである｡ 

  この容器は底部の鋼製スカートで支持され,スカートは鉄筋コンクリート造

円筒部に固定されたベヤリングプレートにボルトで止められている。 

  原子炉圧力容器は，さらにその外周の円筒壁頂部でスタビライザによって水

平方向に支持されて，円筒壁の頂部は鋼製フレームによって格納容器シェルに

結合されている｡スタビライザはブリテンションによって原子炉圧力容器を締

めつけており，原子炉圧力容器の熱膨脹によってこのブリテンションが弛緩し

て締めつけ力がゼロにならないようにしてある。 

  したがって，水平力に対して原子炉圧力容器はスカートで下端固定，スタビ

ライザで上部ピン支持となっているので,きわめて剛な構造である｡ 

1.10.4.3.7 圧力容器内構造物 

  炉心に作用する水平力はステンレス鋼のシュラウドによって支持されてい

る。シュラウドは円筒形をした構造で原子炉圧力容器の下部に溶接されている。

  燃料集合体に作用する水平力は上部炉心板および炉心支持板を通してシュラ

ウドに伝えられ，燃料棒はジルカロイ製の細長い箱形チャンネル・ボックスに

納められている。燃料棒はチャンネル･ボックス頂部と底部の燃料支持金具で止

められ，中間もスぺーサによっておさえられている｡ 
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力は、上部ノズル及び下部ノズルを介して炉内構造物の上部炉心板及び下部炉心板に

伝達される。炉内構造物は、上部炉心構造物及び下部炉心構造物から構成される。 

  上部炉心構造物は、上部炉心支持板、上部炉心支持柱、上部炉心板及び制御棒クラ

スタ案内管等から構成され、下部炉心構造物は、炉心槽、下部炉心支持柱、下部炉心

支持板、下部炉心板、炉心バッフル等から構成される。燃料集合体及び炉内構造物に

作用する水平地震力は、炉心槽上部フランジ部を介して原子炉容器フランジ部に、ま

た炉心槽下端を介して原子炉容器胴内壁に取り付けた炉心支持金物にそれぞれ伝達

される。さらに、炉内構造物に作用する鉛直地震力は、上部炉心支持板及び炉心槽上

部フランジを介して原子炉容器フランジ部に伝達される。 

1.4.3.10 １次冷却設備 

  １次冷却設備は、１次冷却材管、蒸気発生器、１次冷却材ポンプ、加圧器等で構成

される。 

  １次冷却材管は、配管口径及び肉厚が大きく剛性が高いので熱膨張に対する考慮か

ら配管の途中には支持構造物は設けない構造としている。 

  蒸気発生器は、水平方向を上部胴支持構造物、中間胴支持構造物及び下部支持構造

物により、また鉛直方向を支持脚により支持する。支持構造物は、１次冷却系の熱膨

張を拘束しない構造となっており、水平地震力及び鉛直地震力は、各方向の支持構造

物を介して内部コンクリートに伝達される。 

  １次冷却材ポンプは、水平方向を上部支持構造物及び下部支持構造物により、また

鉛直方向を支持脚により支持する。 

  支持構造物は、１次冷却系の熱膨張を拘束しない構造となっており、水平地震力及

び鉛直地震力は、各方向の支持構造物を介して内部コンクリートに伝達される。 

  加圧器は、支持スカート及び上部支持構造物により支持されており、地震力はこれ

らの支持構造物により内部コンクリートに伝達される。また、上部支持構造物は、加

圧器の熱膨張を拘束しない構造となっている。 

1.4.3.11 その他 

  その他の機器・配管については、運転荷重、地震荷重、熱膨張による荷重を考慮し

て、必要に応じてスナバ、リジットハンガ、その他の支持装置を使用して耐震的にも

熱的にも安全な設計とする。 

 

1.4.4 地震検知による耐震安全性の確保 

（1） 地震感知器 

    原子炉保護設備の１つとして地震感知器を設け、ある程度以上の地震が起こっ

た場合に原子炉を自動的に停止させる。トリップ設定値は弾性設計用地震動の加

速度レベルに余裕を持たせた値とする。原子炉保護設備は、フェイル・セーフ設

備とするが、地震以外のショックによって原子炉をトリップさせないよう配慮す

る。 

    地震感知器は、基盤の地震動をできるだけ直接的に検出するため建物基礎版の

  このため，燃料棒は過度の変形を生ずることはない。スタンド・パイプと気

水分離器は溶接によってー体となっている。乾燥器は原子炉圧力容器につけた

リングによって支持されているジェットポンプは炉心シュラウドの外周に配置

されている。ライザは圧力容器を貫通して立上り，上部において圧力容器に支

持され，ジェット･ポンプは上部においてライザに結合されている｡ 

  ジェット･ポンプの下部はバッフル・プレ-トに溶接されている。この機構に

よってジェットポンプは熱膨脹を拘束されずに振動を防止できる構造となって

いる｡制御棒駆動機構シンブルは，上部は原子炉圧力容器底部に溶接されてお

り，地震荷重に対しても十分な強度をもつように設計されている。 

1.10.4.3.8 再循環系 

  再循環回路は2ループあって,外径約610mmのステンレス鋼管で原子炉圧力容

器から下方にのびその最下部に再循環ポンプを持ち再び立ち上がって，管寄せ

に入りそこから 5 本の外径約 320mm のステンレス鋼管に別れ，原子炉圧力容器

に接続される。この系の支持方法は，熱膨脹による動きを拘束せず，できる限

り剛な系になるように，適当なスプリングアンカあるいはダンパを採用する。

再循環ポンプはケーシングに取り付けられたコンスタント・ハンガによって支

持される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.10.4.3.9 その他 

  その他の機器・配管系については，運転荷重，地震荷重，熱膨張による荷重

を考慮して，必要に応じてスナッバ，リジットハンガ，その他の支持装置を使

用して耐震的にも熱的にも安全な設計とする。 

 

1.10.4.4 地震検知による耐震安全性の確保 

 (1) 地震検出計 

   安全保護系の一つとして地震検出計を設け，ある程度以上の地震が起こっ

た場合に原子炉を自動的に停止させる。スクラム設定値は弾性設計用地震動

Ｓｄの加速度レベルに余裕を持たせた値とする。安全保護系は，フェイル・セ

ーフ設備とするが，地震以外のショックによって原子炉をスクラムさせない

ように配慮する。 

   地震検出計は，基盤の地震動をできるだけ直接的に検出するため建屋基礎
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位置、また主要な機器が配置されている代表的な床面に設置する。なお、設置に

当たっては試験及び保守が可能な原子炉補助建屋（一部３号及び４号炉用）及び

原子炉周辺建屋（４号炉） の適切な場所に設置する。 

（2） 地震観測等による耐震性の確認 

   発電用原子炉施設のうち安全上特に重要なものに対しては、地震観測網を適切に

設置し、地震観測等により振動性状の把握を行い、それらの測定結果に基づく解析

等により施設の機能に支障のないことを確認していくものとする。 

   地震観測を継続して実施するために、地震観測網の適切な維持管理を行う。 

 

 

 

版の位置，また主要な機器が配置されている代表的な床面に設置する。なお，

設置に当たっては試験及び保守が可能な原子炉建屋の適切な場所に設置す

る。 

 (2) 地震観測等による耐震性の確認 

   原子炉施設のうち安全上特に重要なものに対しては，地震観測網を適切に

設置し，地震観測等により振動性状の把握を行い，それらの測定結果に基づ

く解析等により施設の機能に支障のないことを確認していくものとする。 

   地震観測を継続して実施するために，地震観測網の適切な維持管理を行う。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


